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 平成 21 年度事業活動の概況（資料編） 

 

＊（競輪補助金）は財団法人 JKA 補助金を受けて実施した事業 

＊（積立金）は機械貿易振興事業積立金で実施した事業 

 

 

Ⅰ．貿易･投資･市場対策 

 

1．国際貿易・投資環境改善対策 

(1) 経済連携、WTO、通商・投資問題対策 

「国際通商投資委員会」（委員長 石井博氏 パナソニック㈱）（競輪補助金） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回国際通商投資委員会（H.21.5.18 組合会議室） 

   ① 平成 21 年度委員会の設置・運営と検討事項について 

   ② 講演「投資協定に関する日本の新政策 

－新政策に何を期待し、どのように対処すべきか－」 

小寺 彰氏（当委員会主査・東京大学大学院総合文化研究科教授） 

   ③ 講演「域外企業間の結合への結合規制の域外適用 欧州・日本」 

川合 弘造氏（西村あさひ法律事務所パートナー・弁護士） 

④ 報告「日本の次世代 FTA 戦略策定のための企業実態調査の概要について」 

    松永 久氏（(株)三菱総合研究所 海外事業研究センター 主任研究員） 

⑤ その他（調査案件） 

    ⅱ 第2回国際通商投資委員会（H.21.7.3 組合会議室） 

   ① 報告「アンチダンピング制度等の改正について」 

     中園 雅巳氏（経済産業省貿易経済協力局貿易管理部特殊関税等調査室 室長） 

   ② 報告「日・EU EIAについて」 

     高科 淳氏（経済産業省通商政策局欧州課 課長） 

ⅲ 第3回国際通商投資委員会（H.21.7.31 組合会議室） 

   ① 報告「我が国のEPA/BITの現状と今後の進め方」 

     三田 紀之氏（経済産業省通商政策局経済連携課 課長） 

② 報告「2009年版不公正貿易報告書について」 

米谷 三以氏（経済産業省通商政策局国際法務室 室長） 

ⅳ 第 4回国際通商投資委員会（H.21.10.8 組合会議室） 

   ① 報告「2010 年日本 APEC について」 

福永 哲郎氏（経済産業省通商政策局アジア太平洋地域協力推進室 室長） 
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   ② 講演「今後の日本の通商政策の方向性について」 

小田 正規氏（公共政策プラットフォーム（プラトン） 理事・事務局長） 

③ その他（調査案件） 

ⅴ 第 5回国際通商投資委員会（H.21.11.17 組合会議室） 

① 講演「最近の EU 情勢について」 

住田 孝之（日本機械輸出組合ブラッセル事務所 所長） 

② その他（調査案件等） 

ⅵ 第 6回国際通商投資委員会（H.21.12.14 組合会議室） 

   ① 報告「最近の WTO の状況について」 

髙科 淳氏（経済産業省通商政策局通商機構部 参事官） 

   ② 講演「韓国の FTA 政策 －同時多発的展開と今後の展望－」 

奥田 聡氏（JETRO アジア経済研究所 地域研究センター専任調査役（主任研究

員）） 

   ③ その他（2009年度日・EU規制改革対話に対する意見提出） 

ⅶ EU 競争法の執行に関する意見交換会（H.22.1.27 組合会議室） 

① 基調報告“ISSUES FOR CHANGE”IN EU COMPETITION ENFORCEMENT 

Wilko van Weert 弁護士（SJ Berwin 法律事務所（ブラッセル事務所）パートナ

ー） 

② 意見交換 

ⅷ 第 7回国際通商投資委員会（H.22.2.25 組合会議室） 

① 報告「今後の中南米通商政策について」 

星野 雄一氏（経済産業省通商政策局 中南米室長） 

山下 浩司氏（経済産業省通商政策局中南米室 課長補佐） 

② 報告「米州におけるサービス協定交渉可能性調査の中間報告」 

若杉 健次氏（三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)  国際研究部 研究員） 

   ③ その他（事務局より、1.アジア太平洋 FTA 研究会の進捗状況について、 

2.米国欧州アジア通商問題弁護士情報等、情報誌のあり方について） 

ⅸ 第 8回国際通商投資委員会（H.22.3.23 組合会議室） 

① 講演「最近の米国情勢について」 

赤星 康氏（経済産業省通商政策局 米州課長） 

② 報告「拡大アジア自由貿易圏におけるEPA最適利用に関する報告書の概要」 

梅島 修氏（ホワイト＆ケース外国法事務弁護士事務所 パートナー） 

③ アジア・太平洋FTA研究会の報告書及び提言について 

＜提言等＞ 

ⅰ『「経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律施行規則の一部を

改正する省令」に対する意見』（7月） 

ⅱ『2009 年中国 TRM 案件登録への意見』（8月） 



 - 3 -

ⅲ『2009 年度日・EU 規制改革対話に対 EU 要望意見』(11 月) 

ⅲ『「中華人民共和国政府調達法実施条例（意見聴取稿）」についての意見』（2月） 

ⅳ『2010 年版「不公正貿易報告書」の掲載検討案件リストに対する意見』（2月） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『平成 21 年度 国際通商投資委員会報告書』 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『WTO 新ラウンド交渉（各国提案、交渉状況、中国等 WTO 加盟情報）』（常時）（HP） 

ⅱ『通商関連弁護士情報（米国、欧州及びアジア）』日報（Eメール、HP） 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ『インド投資セミナー』（4月 31 名参加） 

ⅱ『アセアン FTA セミナー』（4月 23 名参加） 

ⅲ『中国の IT セキュリティー製品強制認証制度の説明会』（6月 24 名参加） 

ⅳ『過渡期の独占禁止法－新政権と世界の競争法の主要動向について何を知っておくべ

きか－セミナー』（9月 31 名参加） 

ⅴ『EU カルテル法－垂直的協定に関する新規則案－セミナー』（10 月 16 名参加） 

ⅵ『FTA 利用の基礎及び ASEAN を中心とするアジア諸国の FTA セミナー』（11 月 49 名

参加） 

ⅶ『最近の EU 情勢についてのセミナー』（2月 52 名参加） 

 

(2) 「アジア・太平洋 FTA 研究会」（座長 小寺彰氏 東京大学大学院教授）（積立金） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第1回アジア・太平洋FTA研究会（H.21.9.24 組合会議室） 

① アジア・太平洋ＦＴＡ研究会の設置・運営について 
② アジア・太平洋における我が国ＦＴＡ政策の課題について 
 下世古 光可氏（経済産業省通商政策局経済連携課 課長補佐） 

③ 研究の目的と視座、研究方法、研究分担、等について 
ⅱ 第2回アジア・太平洋FTA研究会（H.21.11.18 組合会議室） 

各分担研究内容の中間報告 

国松委員：アジア・太平洋FTAとサービス貿易自由化 

梅島委員：関税と原産地規則の改善とFTAの深化 

安藤委員：日本企業の国際生産流通とEPAネットワークの関係の実態と発展の課

題 

山下委員：我が国EPAネットワークの拡大と農業問題 

ⅲ 第3回アジア・太平洋FTA研究会（H.21.12.14 組合会議室） 

各分担研究内容の中間報告 

大庭委員：アジア太平洋における広域FTA網形成についての展望：TPPとAPECを中

心に 
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石川委員：ASEANのアジア・太平洋FTA戦略 

     飯塚委員：電子・電機業界におけるEPA利用の可能性と現状 

     奥田委員：韓国のアジア・太平洋におけるFTA戦略 

ⅳ 第4回アジア・太平洋FTA研究会（H.22.3.8 組合会議室） 

① 各委員の研究結果と提言について 

② 研究会報告書の提言案について 

③ 報告書のとりまとめについて 

＜報告書等＞ 

『アジア太平洋におけるFTAの在り方 ―FTAネットワークの拡大と深化―』 

 

(3) 経済連携対策 

「経済連携基盤情報収集対策」（競輪補助金） 

＜調査研究＞ 

ⅰ『投資協定候補国および既存協定の有効性に関する調査』 

ⅱ『米州におけるサービス協定交渉可能性調査』 

 

(4) 原産地規則対策  

「原産地規則懇話会」（座長 小寺彰氏 東京大学大学院教授）（積立金） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 17 回原産地規則懇話会（H.21.5.14 組合会議室） 

① EPA 交渉の状況等 

② 原産地証明法の改正案について 

ⅱ 第 18 回原産地規則懇話会（H.21.12.15 機械振興会館会議室） 

① EPA 交渉の状況等 

② 原産資格立証の基本的考え方と整えるべき保存書類について 

③ 広域地域における原産地規則の議論について 

 

(5) 「国際統一原産地規則委員会」（委員長 小室程夫氏 神戸大学大学院教授）（積立金） 

＜委員会等開催状況＞ 

  ⅰ 第 38 回国際統一原産地規則委員会（H.22.1.18 組合会議室） 

① WTO の原産地規則調和化作業について 

     宮崎 拓夫氏（経済産業省通商政策局通商機構部 参事官補佐） 

② WTO 原産地委員会における最近の交渉状況について 

     宮崎 拓夫氏（経済産業省通商政策局通商機構部 参事官補佐） 
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(6) 世界の貿易・投資障壁対策 

「貿易・投資円滑化ビジネス協議会」 

（代表 紿田英哉氏 国際教養大学理事・特任教授）（積立金） 

＜協議会開催状況＞ 

ⅰ 第 19 回貿易・投資円滑化ビジネス協議会開催 

（H21.10.26 機械振興会館会議室） 

                   参加者 59 名（代表 1 委員 38 政府関係 15 有識者 2 ABAC3） 

① 講演「日本の通商政策と今後の経済連携のあり方」 

三田 紀之氏（経済産業省通商政策局 経済連携課長） 

   ② 講演「通商政策の考え方－前提の変化－」 

小寺 彰氏（東京大学大学院総合文化研究科 教授） 

    ③ 報告「2010 年日本 APEC について」 

福永 哲郎氏（経済産業省通商政策局国際経済課 アジア大洋州地域協力推進室 

室長） 

   ④ 報告「APEC 加盟国の貿易・投資自由化・円滑化に関する課題分析と解決の方向性

の調査」 

安藤 光代氏（慶応義塾大学商学部 准教授） 

   ⑤ 報告「2009 年版 各国・地域の貿易・投資上の問題点と要望」調査結果及び

「APEC2010 への提言(案)」 

事務局 

  ⅱ APEC2010 戦略課題に関する懇談会（H22.1.12 組合会議室） 

                  参加者 経済産業省官房総務課長、組合員企業等 

＜提言等＞ 

『「APEC2010 への提言」の APEC ビジネス諮問委員会（ABAC）へ提出』（11 月） 

＜調査研究＞ 

『APEC加盟国の貿易自由化・円滑化に関する課題分析と解決の方向性に関する調査』 

＜報告書等＞ 

『2009 年版 各国・地域の貿易・投資上の問題点と要望』 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『「世界貿易投資障壁リスト(日本語、英語)貿易・投資上の問題点と要望」2009 年版』 

                                     （HP） 

 

 

2．知財権・国際税務対策 

（1） 「知的財産権問題専門委員会」（委員長 外川英明氏 中央大学特任教授）（競輪補助金） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回知的財産権問題専門委員会（H.21.5.29 組合会議室） 
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   ① 平成21年度 知的財産権問題専門委員会の設置・運営について 

② 講演｢欧州における特許問題の動向」 

内田 謙二氏（Cabinet Fedit-Loriot法律事務所（在パリ）パートナー 欧州 

特許・商標弁護士）  

③ 報告｢模倣品・海賊版拡散防止条約（ACTA）構想の交渉概要」について 

北村 敏剛氏（経済産業省通商政策局通商機構部 通商機構専門官）   

猪飼 裕司氏（経済産業省通商政策局通商機構部 知財担当係長）    

ⅱ 第 2回知的財産権問題専門委員会（H.21.6.18 組合会議室） 

   ① 講演「米国特許制度をめぐる最近の動向―立法・司法・行政府及び産業界の 

特許訴訟（パテント･トロール）対策―」 

服部 健一氏（Westerman, Hattori, Daniels ＆ Adrian, LLP 法律事務所 

パートナー 米国特許弁護士）   

ⅲ 第 3回知的財産権問題専門委員会（H.21.7.22 組合会議室） 

   ① 報告「知的財産推進計画2009」について 

佐野 究一郎氏（内閣官房知的財産戦略推進事務局 参事官補佐）    

② 報告「不正競争防止法の一部を改正する法律について」 

川崎 直也氏（経済産業省経済産業政策局知的財産政策室 課長補佐）  

③ 報告「新しい技術規制について（安全保障輸出規制）」 

 宗行 伸太郎（当組合部会･貿易業務グループ チーフアドバイザー）  

ⅳ 第 4回知的財産権問題専門委員会（H.21.10.15 組合会議室） 

   ① 講演「中国の改正特許法の施行前後の動向について」 

遠藤 誠氏（森・濱田松本法律事務所 弁護士 法学博士）      

② 講演「中国における意匠の類似判断」について 

同上 

③ 講演「中国における強制執行～近時の法令改正及び実務上の留意点～」 

同上 

ⅴ 第 5回知的財産権問題専門委員会（H.21.11.20 組合会議室） 

   ① 報告「著作権法の一部を改正する法律と今後の検討課題について」 

川瀬 真氏（文化庁長官官房著作権課 著作物流通推進室長）     

② 報告「模倣品・海賊版拡散防止条約（ACTA)の交渉概要について」 

  山本 信平氏（経済産業省通商政策局 国際知財制度調整官）      

ⅵ 第 6 回知的財産権問題専門委員会（H.22.1.22 組合会議室） 

① 講演「中国特許法実施細則の改正について」 

遠藤 誠氏（森・濱田松本法律事務所 弁護士 法学博士） 

② 講演「中国の『特許権侵害紛争事件の審理における法律適用に関する若干問題に

ついての解釈』について」 

同上 
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   ③ 講演「中国の「侵権責任法」（不法行為法）の知財関連規定について」 

     同上 

ⅶ 第 7回知的財産権問題専門委員会（H.22.2.17 組合会議室） 

   ① 講演「ドバイ・インドにおける模倣品問題、対策関連制度の概要」について 

分部 悠介氏（長島・大野・常松法律事務所 弁護士、元経済産業省模倣品対策・

通商室 模倣対策専門官) 

墳崎 隆之氏（経済産業省模倣品対策・通商室 模倣対策専門官 弁護士） 

ⅷ 第 8回知的財産権問題専門委員会（H.22.3.4 組合会議室） 

   ① 講演「中空ゴルフクラブヘッド事件にみる均等論の展開 

―『特許発明の本質的部分』に焦点をあわせて―」 

外川 英明氏（本委員会委員長：中央大学法学部 特任教授）                 

② 講演「営業秘密の保護と秘密保持命令」について 

     土肥 一史氏（本委員会主査：一橋大学大学院国際企業戦略研究科 教授）          

＜提言等＞ 

ⅰ『2009 年日本・中国・韓国特許庁長官会合及び日台貿易経済会議への要望』（6月） 

ⅱ『中国の「特許権侵害をめぐる紛争の審理における法律適用の若干問題に関する解釈」

に対する意見』（6月） 

ⅲ『2009 年中国ＴＲＭへの意見』（8月） 

ⅳ『特許に係る国家標準制改定の管理規定（暫定施行）（意見募集稿）についての意見』

（11 月） 

ⅴ『国務院の「中華人民共和国知的財産権税関保護条例」改正に関する決定（送審稿） 

についての意見』（12 月） 

ⅵ『中国国家標準の特許に係る処置規則（意見募集稿）への意見』（2月） 

ⅶ『中華人民共和国商標法（改正草審稿）についての意見』（3月） 

＜報告書等＞ 

『平成 21 年度知的財産権問題専門委員会報告書』 

『中国特許法逐条解説書』 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『米国通商関連知的財産権情報』（Eメール配信・ウェブサイト） 

ⅱ『アジアビジネスのための知的財産戦略』（Eメール配信・ウェブサイト） 

ⅲ『中国知的財産法 Q&A』（Eメール配信・ウェブサイト） 

＜セミナー等開催＞ 

『中国の IT セキュリティー製品強制認証制度の説明会』（6 月 24 名参加） 
   「日中屈指の知的財産専門家による中国知的財産訴訟戦略」セミナー 

―「中国知的財産権判例評釈」出版記念―（7月 128 名参加） 
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(2) 国際税務対策 

「国際税務研究会」(座長 加藤彰氏 シャープ㈱) (積立金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回国際税務研究会（H.21.5.26 組合会議室） 

① 平成 21 年度国際税務研究会の設置・運営について 

② 講演「経済危機下での移転価格税制への対応」 

福島 節子氏（税理士法人トーマツ東京事務所 移転価格グループ パートナー） 

③ 報告「経済危機下の移転価格：経済分析による具体的な対応策」 

西村 淳氏（税理士法人トーマツ東京事務所 移転価格グループ マネジャー） 

  ⅱ 第 2回国際税務研究会（H.21.6.25 組合会議室） 

① 報告「戦力アップのための国際税務の基礎知識」 

谷 隆二氏（丸紅フィナンシャルサービス株式会社 経理グループ 部長） 

  ⅲ 第 3回国際税務研究会（H.21.7.17 組合会議室） 

① 講演「日系企業が留意すべきアメリカ税制の現況」 

野本 誠氏（KPMG LLP ニューヨーク事務所 パートナー） 

② 講演「APA（事前確認制度）に関する昨今の動向」 

八田 洋子氏（KPMG 税理士法人 東京事務所 パートナー） 

  ⅳ 第 4回国際税務研究会（H.21.9.17 組合会議室） 

① 講演「国際税務戦略の構築」 

高嶋 健一氏（KPMG 税理士法人 グローバル税務アドバイザリー パートナー） 

② 報告 平成 21 年度調査委託事業 

「日系多国籍企業のグローバル・タックスマネジメント」 

高嶋 健一氏（KPMG 税理士法人 グローバル税務アドバイザリーパートナー） 

小菅 達雄氏（KPMG 税理士法人 グローバル税務アドバイザリーシニアアソシ

エイト） 

  ⅴ 第 5回国際税務研究会（H.21.10.22 機械振興会館会議室） 

① 講演「移転価格税制を巡る最近の司法判断を踏まえた企業の実務対応」 

太田 洋氏（西村あさひ法律事務所 パートナー 弁護士・ニューヨーク州弁護士） 

手塚 崇史氏（西村あさひ法律事務所 弁護士・ニューヨーク州弁護士 

② 講演「国際税務に関する税務対応上、企業が留意すべき事項」 

小田嶋 清治氏（西村あさひ法律事務所 税務顧問・税理士）           

  ⅵ 第 6 回国際税務研究会（H.21.11.26 組合会議室） 

① 報告「租税条約の締結・改定の候補国について」 

須賀 千鶴 氏（経済産業省貿易経済協力局貿易振興課 課長補佐） 

② 報告「中国における徴税管理強化の最新動向に関するアップデート」 

酒井 晶子氏（デロイト上海事務所 シニア・マネージャー） 

  ⅶ 第 7回国際税務研究会（H.22.1.28 組合会議室） 
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① 報告「国際的M&A・企業組織再編における税務上の課題と留意点」 

内海 英博氏（TMI 総合法律事務所 パートナー 弁護士・ニューヨーク州 

弁護士・公認会計士・米国公認会計士） 

② 調査委託事業 最終報告「日系多国籍企業のグローバル・タックスマネジメント」 

渡辺 智之氏（一橋大学 国際・公共政策大学院 院長（国際税務研究会 主査） 

高嶋 健一 氏（KPMG 税理士法人 グローバル税務アドバイザリー パートナー）  

伊東  康彦 氏（KPMG 税理士法人 国際事業アドバイザリー パートナー） 

小菅 達雄氏（KPMG 税理士法人  グローバル税務アドバイザリーシニアアソシエ

イト 

＜提言等＞ 

ⅰ『我が国との租税条約交渉に係る意見提出』（通年） 

   －新規締結 （クウェート、香港） 

－改定 （オランダ、スイス、サウジアラビア、ブラジル） 

－情報交換規定 （シンガポール、ベルギー、マレーシア、ルクセンブルク、ケイマン、

バハマ、バミューダ） 

ⅱ『平成 22 年度税制改正に関する要望』（10 月） 

ⅲ『平成 21 年度「租税条約の新規締結及び改定に関する企業ニーズについて」』（11 月） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『移転価格税制の最近の動向と我が国企業の国際税務戦略』 

（平成 21 年度 国際税務研究会報告書） 

ⅱ『日系多国籍企業のグローバル・タックスマネジメント』 

＜セミナー等開催＞ 

『2010 年中国税制の行方』（H22.2 月 71 名参加） 

『インドにおける移転価格税制の最近の動向』（H22.3 月 57 名参加） 

 

 

3．エマージング等市場対策 

(1) エマージング市場対策 

「エマージング市場委員会」（委員長 名女川文比古氏 ㈱東芝)（積立金） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回エマージング市場委員会（H.21.4.22 組合会議室） 

   ① 平成 21 年度エマージング市場委員会の設置・運営について 

  ② 講演「中国の景気刺激策とその課題」 

   佐野 淳也氏（日本総合研究所 副主任研究員） 

 ③ 調査報告「ロシアの機械市場ビジネス環境調査」 

岩垂 好彦氏（野村総合研究所 上級コンサルタント） 

  ⅱ 第 2回エマージング市場委員会（H.21.5.25 組合会議室） 
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   ① 調査報告「日本企業の中国内販戦略等に関する調査」 

森 一道氏(New Asian Invesco Ltd.社長) 

   ② 調査報告「日本の次世代 FTA 戦略策定のための企業実態調査」 

松永 久氏（三菱総合研究所 主任研究員） 

  ⅲ 第 3回エマージング市場委員会（H.21.6.24 組合会議室） 

   ① 講演「ブラジルの経済動向とビジネスチャンス」 

阿部 真千子氏（株式会社アイ・ビー・ティー取締役） 

② 講演「グローバル企業による持続的成長のためのBOPビジネス」 

平本 督太郎氏（野村総合研究所 副主任コンサルタント）  

  ⅳ 第 4回エマージング市場委員会（H.21.7.29 組合会議室） 

   ① 調査報告「中国華南・ベトナム経済圏の機械生産・販売環境」 

坂東 達郎氏（日本総合研究所クラスター長）   

平田 隆氏（日綜（上海）有限公司総経理） 

② 講演「南アフリカ経済の現状と今後の展望」 

堀江 正人氏（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱調査部 研究員） 

  ⅴ 第 5回エマージング市場委員会（H.21.10.6 組合会議室） 

   ① 講演「金融危機後の中東経済と日系機械産業の事業機会」 

佐竹 繁春氏(野村総合研究所 主任研究員) 

② 講演「自動車の電動化と新興国市場」 

赤羽 淳氏（三菱総合研究所 主任研究員） 

  ⅵ 第 6回エマージング市場委員会（H.21.10.30 組合会議室） 

 ① 中間報告「ブラジルにおける家電生産販売、産業インフラ関連機器等の市場状況

と我が国機械企業の市場参入戦略」 

藤村 武史氏（野村総合研究所 主任コンサルタント） 

② 中間報告「中国の機械産業構造変化と大型景気刺激策及び産業振興策等と我が国

機械企業の事業機会」 

森 一道氏（New Asian Invesco Ltd.社長） 

ⅶ 第 7回エマージング市場委員会（H.21.12.22 組合会議室） 

 ① 講演「2008 年以降の中国物流の動向」 

町田 一兵氏（㈱日通総合研究所 研究員） 

   ② 講演「BOPビジネスの最新状況と具体的なケース・スタディ」 

平本 督太郎氏（野村総合研究所 副主任コンサルタント）  

ⅷ 第 8回エマージング市場委員会（H.22.2.15 組合会議室） 

 ① 講演「インドネシアの経済情勢と見通し、日系企業の投資機会」 

佐々木 仁氏(三菱総合研究所 主任研究員) 

     ② 講演「東西の結節点で政治経済両面での独自の地位構築を目指すトルコ共和国」 

     宮代 陽之氏(㈱国際経済研究所 主席研究員) 
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  ⅸ 特別エマージング市場委員会（H.22.2.18 組合会議室） 

① 講演「中国経済の最新状況」  

高木 誠司氏（当組合香港事務所長） 

ⅹ 第 9回エマージング市場委員会（H.22.3.11 組合会議室） 

 ① 調査報告「インド投資環境報告～製造大国をめざすインド～」 

西橋 時男氏（JETRO ムンバイ事務所 投資アドバイザー） 

② 講演「経営視点から見た新興国市場戦略～個別事業戦略だけでは解けない経営課 

題への取り組み～」 

岩垂 好彦氏（野村総合研究所 上級コンサルタント） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『ブラジルの市場状況と我が国機械企業の市場参入戦略に関する調査研究』 

ⅱ『中国の機械産業構造変化･産業振興策と我が国機械企業の事業機会に関する調査研』 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『アジア投資関連制度ニュース』（月刊、HP） 

ⅱ『中南米投資関連制度ニュース』（HP） 

ⅲ『エマージング市場情報・中国経済現地報告』（月刊、HP） 

ⅳ『アジア投資関連制度ニュース週刊レポート』週報（Eメール配信） 

ⅴ『中南米投資関連制度ニュース週刊レポート』週報（Eメール配信） 

＜セミナー等開催＞ 

『インドの機械市場と省エネ・環境関連ビジネスセミナー』（4月 33 名参加） 

『ロシア経済セミナー:金融危機後のロシア経済』（10 月 66 名参加） 

『中国経済セミナー:8%成長と産業構造調整路線』（10 月 47 名参加） 

『インド投資環境セミナー』（1月 70 名参加） 

『ブラジル経済セミナー：市場と日系機械企業の市場参入戦略』（2月 57 名参加） 

 

(2) 拡大アジア経済圏市場・分業対策（競輪補助金） 

「アジア市場対策委員会」（委員長 松原武夫氏 ヤンマー㈱） 

「アジア事業戦略 WG」（委員長 松原武夫氏 ヤンマー㈱） 

＜委員会開催状況＞ 

ⅰ 第 1回アジア市場対策委員会 （H.21.7.10 組合大阪支部会議室） 

① 委員長の選任 

② 平成 20 年度事業報告 

③ 平成 21 年度事業計画 

④ 講演「インド機械市場の動向と我が国企業のインド拠点活用戦略に関する調査研 

究」 

   林 保順 氏（㈱三菱総合研究所 海外事業研究センター 主任研究員） 

 ⑤ 講演「インドの省エネ・省資源・環境関連政策・関連機器市場に関する調査研究」 
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  中野 正也 氏（㈱三菱総合研究所 海外事業研究センター 主任研究員） 

ⅱ 第 2回アジア市場対策委員会（H.21.7.28 組合大阪支部会議室） 

講演「台湾経済・ビジネス環境と機械市場の展望」 

  伊藤 信悟 氏（みずほ総合研究所㈱ 調査本部 アジア調査部 上席主任研究員） 

ⅲ 第 3回アジア市場対策委員会 （H.21.9.28 組合大阪支部会議室） 

   講演「韓国産業競争力強化の要因と課題」 

  安倍 誠 氏（日本貿易振興機構(ジェトロ)アジア経済研究所 新領域研究センター 

  主任研究員） 

ⅳ 第 4回アジア市場対策委員会 （H21.12.3 組合大阪支部会議室） 

   講演「カンボジア経済の現状と課題」 

  鈴木 博 氏（独立行政法人 国際協力機構 東南アジア第二部 参事役） 

  ⅴ 第 5回アジア市場対策委員会 （H22.2.25 組合大阪支部会議室） 

   講演「グローバル企業の持続的成長のための BOP ビジネス」 

  平本 督太郎 氏（㈱野村総合研究所 公共経営戦略コンサルティング部副主任コン 

サルタント） 

  ⅵ 第 6回アジア市場対策委員会 （H22.3.9 組合大阪支部会議室） 

   講演「激動するアジア経営戦略―中国・インド・AESAN から中東・アフリカまで―」 

  安積 敏政 氏（甲南大学 経営学部 教授） 

＜アジア事業事業戦略 WG 開催状況＞ 

ⅰ 第 1回 WG（H.21.7.10 組合大阪支部会議室） 

ⅱ 第 2回 WG（H.21.7.28 組合大阪支部会議室） 

ⅲ 第 3回 WG（H.21.12.3 組合大阪支部会議室） 

ⅳ 第 4回 WG（H.22.2.25 組合大阪支部会議室） 

＜報告書等＞ 

『インド北西部における機械生産・販売環境』 

＜報告書等＞ 

『拡大アジア自由貿易圏における EPA 最適利用手引き』 

＜セミナー等開催＞ 

『中国華南＋ベトナム経済圏セミナー』(6 月 23 名参加 大阪) 

   『インド投資セミナー』 (3 月 18 名参加 大阪) 

 

 

4．海外通商・投資現地対策 

(1) 欧州現地対策（BXL 事務所事業）（競輪補助金）（積立金） 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『EU 関税法マニュアル』（作成中） 

ⅱ『EU 環境法マニュアル』（作成中） 
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ⅲ『EU 制度マニュアル』（作成中） 

ⅳ『EU 貿易関連法マニュアル』（作成中） 

ⅴ『米欧の国際競争力強化政策』(6、9、11、12、2 月配信) 

ⅳ『欧州 CSR レポート』（12、2、3月配信） 

 

(2) 中国等アジア現地対策（香港事務所事業）（競輪補助金） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『中国の製造業企業の対外投資の現状（仮題）』（作成中） 

ⅱ『台湾系 EMS を中心とする IT 系多国籍企業の近年の動向（仮題）』（作成中） 

ⅲ『中国における都市化と労働力の動向』（仮題）（作成中） 

ⅳ『中国のマクロ経済動向』（作成中） 

 

(3) 北米現地対策（競輪補助金） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『新政権の通商政策及び FTA 政策』 

ⅱ『米国の環境・エネルギー政策』 

ⅲ『米国経済の今後の動向と国際競争力への影響』 

 

 

 

Ⅱ．国際競争力強化対策 

 

1．国際競争力強化対策(競輪補助金) 

(1) 「機械産業国際競争力委員会」（委員長 林由起夫氏 ダイキン工業㈱） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回機械産業国際競争力委員会（H21.6.21 組合会議室） 

① 「平成 21 年度事業計画について」 

② 講演「21 世紀を勝ち抜くグローバル戦略・経営」 

新宅純二郎氏（東京大学大学院経済学研究科准教授）  

天野倫文氏（東京大学大学院経済学研究科准教授）  

善本哲夫氏（立命館大学経営学部准教授）  

ⅱ 第 2回機械産業国際競争力委員会（H21.9.9 組合会議室） 

 講演「技術力で勝る日本がなぜ事業で負けるのか」 

妹尾堅一郎氏（東京大学特任教授 産学連携機構理事長）  

  ⅲ 第 3回機械産業国際競争力委員会(H21.10.27 組合会議室) 

① 講演「新興国市場における我が国製造業の事業戦略」 
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小原一樹氏（野村総合研究所グローバル戦略コンサルティング一部上級コンサルタ

ント）   

② 報告「世界経済危機の克服と次なる成長戦略」 

市井茂樹氏（ボストンコンサルティングパートナー・マネージングディレクター） 

  ⅳ 第 4回機械産業国際競争力委員会(H21.12.4 予定 機械振興会館 6階会議室) 

① 報告「日米欧アジア機械産業の国際競争力の現状（09 年 3 月時点）」 

事務局（理事・総務企画グループリーダー） 

② 講演「国際標準化と事業戦略」 

小川紘一氏（東京大学総括プロジェクト機構特任教授） 

ⅴ 第 5回機械産業国際競争力委員会(H22.2.24 予定 機械振興会館 6階会議室) 

① 講演「グローバル製造業の未来」 

高松 越百氏（ブーズ・アンド・カンパニーバイスプレジデント） 

岸本 義之氏（ブーズ・アンド・カンパニーダイレクター） 

関根 正之氏（ブーズ・アンド・カンパニーダイレクター） 

   ② 講演「なぜ日本の製造業は儲からないのか」 

     石川和幸氏（サステナビリティ・コンサルティング代表取締役） 

ⅵ 第 6回機械産業国際競争力委員会(H22.3.31 予定 機械振興会館 6階会議室) 

① 講演「脱ガラパゴス戦略」 

北川史和氏（野村総合研究所グローバル戦略コンサルティング 1部長） 

② 報告「世界主要企業の環境対応・CSR 戦略と永続的成長」 

  三井 健次氏（ブーズ・アンド・カンパニープリンシパル） 

ⅶ 第 7回機械産業国際競争力委員会(H22.4.27 予定 機械振興会館 6階会議室) 

① 講演「我が国機械産業の新興国・BOP 市場戦略」 

新宅 純二郎氏（東京大学大学院経済学研究科准教授） 

② 報告「我が国機械関係企業のアジア・現地企業とのコラボレーション戦略」 

富永 和利氏（ブーズ・アンド・カンパニー プリンシパル） 

＜報告書等＞ 

ⅰ『2009 年度版 日米欧アジア機械産業の国際競争力の現状（2009 年 3 月時点）』 

ⅱ『わが国機械産業の国際競争力強化策Ⅶ(仮題)』(作成中) 

ⅲ『我が国機械産業の新興国･BOP 市場戦略（仮題）』(作成中) 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『世界機械需要・IT トレンドウォッチ』（月 2回） 

ⅱ『米欧の国際競争力強化政策』（6、9、11、12、2 月） 

ⅱ『欧州 CSR レポート』（12、2、3月） 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ『「ものづくり・通商白書」セミナー』(8 月 70 名参加) 

① テーマ「2009 年版ものづくり白書」 
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苗村 公嗣氏（前経済産業省製造産業局政策企画官 現資源エネルギー庁電力･ 

ガス事業部放射線廃棄物等対策室長） 

② テーマ「2009 年版通商白書」 

伊藤 公二氏（前経済産業省通商政策局企画調査室課長補佐 現経済産業研究所  

上席研究員） 

ⅱ『世界経済セミナー』(12 月 200 名参加) 

① 第１テーマ「2010 年の世界の中の中国経済の現状と今後」 

関 志雄氏氏（野村資本市場研究所シニアフェロー） 

② 第 2テーマ「2010 年の世界経済と国際貿易の行方」 

伊藤 元重氏（東京大学大学院経済学研究科教授） 

③ 第 3テーマ「世界経済危機をどう克服し、競争優位を築いていくか」 

梅澤 高明氏（A.T.カーニー日本代表取締役社長） 

 

 

2．国際物流円滑化対策(競輪補助金) 

「国際電子商取引円滑化委員会」（委員長：福本 正憲氏 富士通(株)） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回国際電子商取引円滑化委員会（H.21.7.27 組合会議室） 

① 「貿易手続改革プログラムフォローアップ会合の報告」について 

② 「平成 21 年度事業計画の検討」について 

ⅱ 第 2回電子商取引円滑化委員会（H.21.8.28 組合会議室） 

① 「米国 24 時間ルール導入によるリードタイム延長」について 

② 「中国 24 時間ルール導入の実態」について 

ⅲ 第 3回電子商取引円滑化委員会（H.21.9.25 機械振興会館会議室） 

「AEO 官民協議会での現状説明の進め方」について 

ⅳ 第 4回電子商取引円滑化委員会（H.21.10.１ 組合会議室） 

① 「米国 24 時間ルール導入によるリードタイム延長」について 

② 「中国 24 時間ルール導入の実態」について 

ⅴ 第 5回電子商取引円滑化委員会（H.21.10.30 機械振興会館会議室） 

① 「一部コンテナターミナルの利用時間延長」について 

② 「中国物流に関する要望書取りまとめ」について 

③ 「関税局主催の AEO 官民協議会」について 

  Ⅵ 第 6回電子商取引円滑化委員会（H.22.1.22 組合会議室） 

① 「欧州物流調査」について 

② 「海上コンテナ安全輸送に関する法案」について 

③ 「WCO 会合出席報告」 

  Ⅶ 第 7回電子商取引円滑化委員会（H.22.3.5 組合会議室） 
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① 「貿易円滑化と関税行政に関する懇談会出席報告」について 

② 「平成 21 年度委託調査報告」について 

③ 「貿易手続改革の進め方（国民の声）」について 

＜WCO 会議出席＞ 

H21.4.20～4.23 H21.6.21～6.22  H21.10.6 ～10.9   H.21.12.6～7 

於：  ベルギー ブラッセル 

＜報告書等＞ 

『輸出通関における保税制度見直しの効果』 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ『米国サプライチェーンセキュリティ』（5月 約 180 名参加） 

ⅱ『米国 10+2 ルール』（11 月 約 120 名参加） 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『欧米等諸外国が実施しているコンテナセキュリティ・プログラムの動向』（Eメール、

ウェブサイト） 

 

 

3．欧州国際競争力強化現地対策（BXL 事務所事業）(競輪補助金) 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『米欧の国際競争力強化政策』(6、9、12、2 月) 

 

 

 

Ⅲ．環境・安全対策 

 

1．貿易と環境対策 

(1) 「貿易関連環境問題対策委員会」（委員長 岡原邦明氏 パナソニック㈱）(競輪補助金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回貿易関連環境問題対策委員会（H.21.4.7 組合会議室） 

① 正副委員長の選任 

② 平成 21 年度「貿易と環境事業」と委員会の実施･運営について 

③ 「化学物質規制動向と化学物質管理の考え方」 

     加峯 茂行氏（㈱島津製作所 分析計測事業部マーケティング部食品･環境グルー

プ グループ長） 

④ 「日本電子の環境対応取り組み状況」 

河合 英治氏（日本電子㈱ 共通技術センター環境法規グループ グループ長  

ⅱ 第 2回貿易関連環境問題対策委員会（H.20.6.29 組合会議室） 
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① 「地球温暖化問題を巡る最近の動向～我が国の中期目標～」 

田中 繁広氏（経済産業省 産業技術環境局 環境政策課課長） 

② 「EuP 指令を巡る業界の対応～電機電子４団体 EuP WG 活動状況と対応主要 Lots」 

     小田 豊氏（セイコーエプソン㈱ 経営戦略本部 企画渉外部専任部長）  

ⅲ 第 3回貿易関連環境問題対策委員会（H.21.10.29 組合会議室） 

① 「欧米等化学物質管理規制の最近の動向と課題」 

井上 耕三氏（㈳日本化学工業協会 化学品管理部兼REACHタスクフォース部長） 

② 「海外環境関連の活動」 

     田島 治嗣氏（㈳日本冷凍空調工業会 企画部担当部長）  

ⅳ 第 4回貿易関連環境問題対策委員会（H.21.12.17 組合会議室） 

① 「IEC と ISO の環境規格検討状況」 

市川 芳明氏（㈱日立製作所 地球環境戦略室環境推進センタ部長 主幹技師 工学

博士） 

ⅴ 第 5回貿易関連環境問題対策委員会（H.22.2.24 組合会議室） 

① 「中国化学物質規制の動向」 

王 長君氏（NTT データ経営研究所 社会･環境戦略コンサルティング本部シニアコ

ンサルタント ）  

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ『環境関連情報』（Eメール） 

ⅱ 委員各社の環境への取組み、委員会での情報等を HP 上で共有化 

 

(2) 「貿易と環境専門委員会」（委員長 佐藤孝夫氏 ㈱リコー） (競輪補助金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回貿易と環境専門委員会（H.21.4.20 組合会議室） 

① 委員長の選任 

② 今年度の委員会運営について 

③ REACH、WEEE ＆ RoHS 等関連動向 

ⅱ 第 2回貿易と環境専門委員会（H.21.6.5）組合会議室） 

① 「最近の EU 環境規制の動向」 

小山 師真氏（㈱堀場製作所ブラッセル事務所 代表） 

② WEEE & RoHS、REACH、EuP 関連動向 

ⅲ 第 3回貿易と環境専門委員会（H.21.7.10 組合会議室） 

EuP、REACH 動向 

ⅳ 第 4回貿易と環境専門委員会（H.21.9.11 組合会議室） 

REACH、EuP、WEEE&RoHS 関連 

ⅴ 第 5回貿易と環境専門委員会（H.21.10.9 組合会議室） 

REACH、EuP 動向 

ⅵ 第 6回貿易と環境専門委員会（H.21.11.12 組合会議室） 
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REACH、EuP、WEEE&RoHS 関連 

ⅶ 第 7回貿易と環境専門委員会（H.21.12.11 組合会議室） 

RoHS、REACH、EuP 関連動向 

ⅷ 第 8回貿易と環境専門委員会（H.22.1.13 組合会議室） 

① 「先進主要国のグリーン成長戦略と再生可能エネルギー政策」 

    生田 孝史氏（㈱富士通総研 経済研究所 主任研究員） 

② WEEE&RoHS、REACH、EuP 関連動向 

ⅸ 第 9回貿易と環境専門委員会（H.22.2.19 組合会議室） 

① 「欧州の製品環境規制～RoHS 改正動向を中心に～」 

小山 師真氏（㈱堀場製作所ブラッセル事務所 代表） 

② REACH、EuP 関連動向 

ⅹ 第 10 回貿易と環境専門委員会（H.22.3.18 組合会議室） 

① 調査結果報告「EU、米国などの地球温暖化防止に関わる環境政策･規制」 

パシフィックコンサルタンツ㈱より 

② REACH、EuP 関連動向 

＜報告書等＞ 

『EU、米国などの地球温暖化防止に関わる環境政策・規制～再生可能エネルギーに関

する基本政策・規制～』 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『環境関連情報』（Eメール：早期情報の提供、問合せへの回答） 

 

(3) 「環境法規専門委員会」（委員長 佐藤良三氏 ㈱日立製作所） (競輪補助金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回環境法規専門委員会（H.21.4.23 組合会議室） 

① 正・副委員長の選任および委員紹介 

② 今年度の委員会の運営について 

③ 欧州、米国、アジアにおける環境関連規制動向 

ⅱ 第 2回環境法規専門委員会（H.21.6.15 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅲ 第 3回環境法規専門委員会（H.21.7.14 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅳ 第 4回環境法規専門委員会（H.21.9.3 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅴ 第 5回環境法規専門委員会（H.21.10.23 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅵ 第 6回環境法規専門委員会（H.21.12.4 組合会議室） 

① 「各国の電池環境規制の最新動向」 
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寺島 祐二氏（㈳電池工業会 海外環境委員会委員長） 

② 欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅶ 第 7回環境法規専門委員会（H.22.1.15 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅷ 第 8回環境法規専門委員会（H.22.2.5 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

ⅸ 第 9回環境法規専門委員会（H.22.3.31 組合会議室） 

欧州、米国、アジア等における環境関連規制動向 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『環境関連情報』（Eメール：早期情報の提供、問合せへの回答） 

 

(4) 「環境問題関西委員会」（委員長 万城義晴 パナソニック㈱） (競輪補助金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回環境問題関西委員会（H.21.5.19  組合大阪支部会議室） 

① 委員長の選任について 

② 平成 21 年度委員会活動について 

③ 「クボタの環境保全活動について」外山委員(㈱クボタ） 

④ 海外の環境規制動向について（情報交換） 

ⅱ 第 2回環境問題関西委員会（H.21.6.26 組合大阪支部会議室）  

① 講演「REACH 最近の動向と課題～国際的な化学品管理の動き」 

庄野文章氏（社団法人日本化学工業協会 REACH タスクフォース事務局長代理 

兼 化学品管理部長） 

   ② 海外の環境関連動向について（情報交換） 

  ⅲ 第 3回環境問題関西委員会（H.21.7.22 組合大阪支部会議室） 

① 講演「地球温暖化防止に関する制度と企業対応の動向について」 

三木 優氏（株式会社日本総合研究所 主任研究員） 

工藤禎子氏（株式会社三井住友銀行 ストラクチャードファイナンス営業部 

 環境ソリューション室長） 

   ② 「ヤンマーの環境保全活動」 久本委員（ヤンマー㈱） 

   ③ 海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅳ 第 4回環境問題関西委員会 （H.21.9.17 組合大阪支部会議室） 

① 講演「北米環境規制の最新動向」 

玉虫完次氏（エンバイロンインターナショナル東京オフィス 日本ビジネス代表

&プリンシパルコンサルタント） 

   ② 海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅴ 第 5回環境問題関西委員会（H.21.10.30 組合大阪支部会議室） 

①  「パナソニックのエコアイデアハウス おウチまるごと『CO2±ゼロ』」万城委員
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長（パナソニック㈱） 

②  「JBCE10 周年記念シンポジウム“Advancing and greening Europe’s economy through 

technological innovation”参加報告」占部委員（㈱島津製作所） 

③  海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅵ 第 6回環境問題関西委員会（H.21.11.27 サントリー酒類㈱京都ビール工場） 

    ① 海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅶ 第 7回環境問題関西委員会（H.21.12.17 組合大阪支部会議室） 

①  講演「欧州、米国、日本の新政権の環境政策と企業への影響」 

蛇抜信雄氏（㈱プロティビティジャパン アソシエイトディレクター） 

② 「自動車リサイクル規制の動向」金沢委員（㈱豊田自動織機） 

   ③ 海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅷ 第 8回環境問題関西委員会（H.22.1.21  (財)地球環境産業技術研究機構）  

① (財)地球環境産業技術研究機構の概要及び研究内容 

   ② 海外の環境関連動向について（情報交換） 

ⅸ 第 9回環境問題関西委員会（H.22.2.16 組合大阪支部会議室）  

  ① 講演「欧州の製品環境規制―RoHS 改正動向を中心に―」 

     小山師真氏（㈱堀場製作所 ブラッセル事務所 代表） 

   ② 海外の環境関連動向について（情報交換） 

  ⅹ 第 10 回環境問題関西委員会（H.22.3.10 組合大阪支部会議室） 

      ① 講演「大和川の生物多様性と水質」 

谷幸三氏（社団法人淡水生物研究所理事、大阪産業大学人間環境学部非常勤講師） 

    ② 海外の環境関連動向について（情報交換） 

＜関連施設見学会＞  

ⅰ 『第１回環境関連施設見学会』（11 月）   

     『サントリー酒類㈱京都ビール工場』（H20 関西エコオフィス大賞等受賞施設） 

＜セミナー等＞ 

ⅰ『環境関連セミナー－欧州における最近の環境規制の動向について－』(11 月) 

  福本拓也氏（ブラッセル事務所次長、在欧日系ビジネス協議会(JBCE)事務局長） 

 

(5) 海外環境関連情報誌「Environment Update」（積立金） 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『海外環境関連情報誌「environment Update Vol.11 (2009年度) №1～6 」』（隔月発

行） 

 

 

2．製品安全基準認証対策 

(1) 「基準認証委員会」（委員長：梶屋俊幸氏 パナソニック㈱）(競輪補助金) 
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＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回基準認証委員会（H.21.4.10 組合会議室） 

① 正副委員長の選任 

② 平成 20 年度基準認証関連事業完了報告 

③ 平成 21 年度基準認証関連事業計画 

④ 「2009 年施行 韓国自己規制安全確認制度」について 

  羽田 隆晴氏（(財)日本品質保証機構 総合製品安全部門品質･技術推進室主幹） 

⑤ 「ロシア・トルコの製品安全基準認証調査レポートの完成」について 

岡崎 憲二氏（㈱UL Japan 製品認証部認証管理グループリーダー） 

ⅱ 第 2回基準認証委員会（H.21.5.14 組合会議室） 

① 「韓国及びロシアの安全認証」について 

濱野 漂太郎氏（(財)日本品質保証機構 安全電磁センター情報サービス課課長） 

② 「平成 21 年度製品安全基準認証制度調査に関する委託先の選定」について 

③ 「一般製品安全指令」について 

仲野 孚氏（アドバイザー、元三菱電機㈱ 環境･品質部推進グループ主幹） 

ⅲ 第 3回基準認証委員会（H.21.6.19 組合会議室） 

① 「CISPR 11（EMC 国際規格）の最新の動向」について 

岡本 和比古氏（三菱電機エンジニアリング㈱ EMC・安全事業センター センタ

ー長） 

② 「油圧ショベルの ROPS（転倒時保護構造）の ISO 規格化」について 

田中 健三氏（委員長、㈱コマツ 開発本部業務部規制・標準グループ主査） 

③ 「ベトナム・タイ・韓国の基準認証制度現地調査」について 

ⅳ 第 4回基準認証委員会（H.21.9.14 組合会議室） 

①  ｢ベトナム・タイ・韓国の製品安全関連基準認証制度現地調査結果｣について 

梶屋 俊幸氏（パナソニック㈱ 技術品質本部製品安全統括センター安全・技術

法規グループ国際標準化担当参事） 

羽田 隆晴氏（(財)日本品質保証機構 総合製品安全部門品質･技術推進室主幹） 

岡崎 憲二氏（㈱UL Japan 製品認証部認証管理グループリーダー） 

ⅴ 第 5回基準認証委員会（H.21.11.6 組合会議室） 

① 委員長の交代について 

② 「欧州自動車用品 EMC 認証」について 

篠 秋光氏（クラリオン㈱ SCM 推進本部 SCM 推進部 SCM 推進グループマネージャ

ー） 

③ 「事故事例による電気用品技術基準の改正」について 

仲野 孚氏（アドバイザー、元三菱電機㈱ 環境･品質部推進グループ主幹） 

④ 「IEC/CAB テルアビブ総会概要報告」について 

梶屋 俊幸氏（パナソニック㈱ 技術品質本部製品安全統括センター安全・技術

法規グループ国際標準化担当参事） 



 - 22 -

ⅵ 第 6 回基準認証委員会（H.21.12.18 UL Japan 本社会議室） 

① 「リチウム電池に関する技術基準（UL/電安/IEC）の概要紹介」について 

大西 伸樹氏（㈱UL Japan オペレーション事業部ハイテク機器四課） 

② 「リチウム電池の各国規制、世界の安全認証マークの紹介」について 

藤倉 雅秀氏（㈱UL Japan グローバルマーケットアクセス部担当課長） 

③ 「CISPR リヨン会合の概要」について 

羽田 隆晴氏（(財)日本品質保証機構 総合製品安全部門品質･技術推進室主幹） 

ⅶ 第 7回基準認証委員会（H.22.2.9 組合会議室） 

① 「最新の中国 CCC 認証制度の動向」について 

奥野 克幸氏（㈱PS Farm 代表取締役） 

② 「ASEAN 及び GCC 諸国の統一基準認証制度の動き」について 

梶屋 俊幸氏（パナソニック㈱ 技術品質本部製品安全統括センター安全・技術 

法規グループ国際標準化担当参事） 

ⅷ 第 8回基準認証委員会（H.21.3.29 組合会議室） 

① 「アジア地域における基準認証分野での取り組み」について 

  福永 茂和氏（経済産業省 基準認証政策課 課長補佐） 

② 「認証マークの信頼性」について 

根上 友美(ﾈｶﾞﾐ ﾕﾐ)氏（経済産業省 認証課 工業標準専門職） 

③ 「台湾との電気電子分野における相互承認交渉」について 

福山 章子(ｱﾔｺ)氏（経済産業省 認証課 係長） 

④ 「機械指令（2006/42/EC）適用ガイド」について 

仲野 孚氏（アドバイザー、元三菱電機㈱ 環境･品質部推進グループ主幹） 

 

(2) 「世界主要国基準認証制度現地調査」（団長：梶屋俊幸氏 パナソニック㈱）(積立金) 

ⅰ 現地調査実施（H.21.7.1～11 於 ベトナム･タイ･韓国） 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ『ロシア・トルコの製品安全セミナー』（5月 東京 33 名参加、大阪 17 名参加） 

ⅱ『ベトナム･タイ･韓国の製品安全セミナー』（9月 東京 63 名参加、大阪 30 名参加） 

 

(3) 「製品安全普及対策」 

＜報告書等＞ 

ⅰ『欧州における製品マーケティングに関する共通枠組み・認定・市場監視規則 邦訳

版』(12 月) 

ⅱ『ベトナム・タイ・フィリピンの製品安全基準認証制度調査レポート』(3 月) 

ⅲ『インドネシア・マレーシア･韓国の製品安全基準認証調査レポート』(3 月) 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ 『欧州の CE マーキング関連情報（低電圧指令、EMC 指令、機械指令等最新の整合規
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格リスト）』（3月 HP) 

 

 

3．海外製造物責任（PL）対策(競輪補助金) 

(1) 「海外製造物責任（PL）問題対策委員会」（委員長 宮内秀典氏 三洋電機㈱ 

土田英津子氏 シャープ㈱（11 月交代）） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回 PL 問題対策委員会（H.21.6.25 組合大阪支部会議室） 

① 委員長の選任 

② 平成 21 年度事業 

③ 調査機関の選定 

④  講演「製品安全警告と取扱説明書―ANSI Z535 シリーズと各国の状況―」 

佐藤圀彌氏（㈱インターリスク総研 コンサルティング第一部 製品安全･環境チ

ーム技術顧問） 

ⅱ 第 2回 PL 問題対策委員会（H.21.9.25 組合大阪支部会議室）  

① 講演「中国の PL 事件の法的対策及び留意点」 

     高 華鑫氏（上海市華鑫律師事務所 弁護士） 

   ② 海外 PL 関連動向（情報交換） 

ⅲ 第 3回 PL 問題対策委員会（H.21.11.6 組合大阪支部会議室） 

 ① 委員長の交代について  

 ② 講演「米国の最近の PL 動向について」 

     WILSON, ELSER, MOSKOWITZ, EDELMAN&DICKER 法律事務所 

弁護士 PHILIP QUARANTA 氏 

③ 海外 PL 関連動向（情報交換） 

ⅳ 第 4回 PL 問題対策委員会（H.21.12.9 組合大阪支部会議室）  

① 「英国、ドイツ、ロシアの事故報告・公表、リコール制度調査（中間報告）」 

岸本 明人氏（㈱インターリスク総研 コンサルティング第一部 製品安全･環境 

チーム マネージャー・上席コンサルタント） 

   ② 海外 PL 関連動向（情報交換） 

ⅴ 第 5回 PL 問題対策委員会（H.22.2.5 組合大阪支部会議室） 

① 「英国、ドイツ、ロシアの事故報告・公表、リコール制度調査（最終報告）」 

岸本 明人氏（㈱インターリスク総研 コンサルティング第一部 製品安全･環境 

チーム マネージャー・上席コンサルタント） 

   ② 海外 PL 関連動向（情報交換） 

   ＜報告書等＞ 

『英国、ドイツおよびロシアの事故報告・公表、リコール制度』 

『米国主要 13 州の PL 制度』 
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＜セミナー等開催＞ 

『海外 PL 関連セミナー』（7 月 東京開催 39 名参加、大阪開催 20 名参加、名古屋開

催 13 名参加） 

 

 

4．環境・製品安全欧州現地対策（BXL 事務所事業）(競輪補助金) 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

EU の環境モニタリング情報を『environment Update』に掲載 

 

 

 

Ⅳ．プラント・エンジニアリング（PE）輸出促進対策 

 

1．PE 輸出促進対策 

(1) PE 輸出多角化支援策 

「プラント輸出総合対策委員会」（委員長 植田真五氏 三菱重工業㈱）(競輪補助金) 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 166 回プラント輸出総合対策委員会（H.21.4.2 組合会議室） 

① 「OECDガイドライン・再生可能エネルギー・セクター了解の解説と最近の動向に

ついて」 

   松浦 哲哉氏（経済産業省貿易経済協力局通商金融・経済協力課企画官） 

② 「日印エネルギー対話電力 WG について」  

③ 21 年度事業案について 

④ その他     

  ⅱ 第 167 回プラント輸出総合対策委員会（H.21.6.23 組合会議室） 

① 「東アジア産業大動脈構想について」 

  渡邉 宏和氏（経済産業省通商政策局アジア大洋州課課長補佐）   

② 「国際プラント・エンジニアリング市場動向調査について」 

伊藤 剛氏（㈱野村総合研究所事業戦略コンサルティング1部主任コンサルタント） 

③ その他 

ⅲ 第 168 回プラント輸出総合対策委員会（H.21.7.9 組合会議室） 

① 「国際プラント推進室課長補佐の交代について」 

末森 洋紀氏（経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課 

課長補佐）  

多胡 雄太氏（経済産業省製造産業局国際プラント推進室課長補佐） 

② 「石油政策における非在来型石油資源の位置付け」  
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   末森 洋紀氏（経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課 

課長補佐） 

③ その他 

ⅳ 第 169 回プラント輸出総合対策委員会（H.21.7.31 組合会議室） 

① 「官民連携推進等のための円借款の迅速化」 

朝比奈 一郎氏（経済産業省貿易経済協力局資金協力課課長補佐） 

② 「最近の国際省エネ・新エネ動向および日中省エネ・環境総合フォーラム」 

保坂 明氏（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課国際協力推

進室室長補佐） 

③ その他 

ⅴ 第 170 回プラント輸出総合対策委員会（H.21.10.16 組合会議室） 

① 「経済産業省製造産業局国際プラント推進室より報告」 

多胡 雄太氏（経済産業省製造産業局国際プラント推進室課長補佐） 

② 「国際プラント・エンジニアリング市場動向調査中間報告について」 

伊藤 剛氏（㈱野村総合研究所事業戦略コンサルティング1部主任コンサルタント） 

③ その他 

ⅵ 第 171 回プラント輸出総合対策委員会（H.22.1.29 組合会議室） 

① 「国際プラント・エンジニアリング市場動向調査最終報告について」 

伊藤 剛氏（㈱野村総合研究所事業戦略コンサルティング1部主任コンサルタント） 

② 2009年度上期「海外プラント・エンジニアリング成約実績」について 

③ その他 

 

＜提言等＞ 

ⅰ 『国際金融危機下におけるプラント･エンジニアリング金融に関する緊急要望』 

(1 月) 

   ・協調融資における JBIC ポーションの拡大、先進国向け金融の拡大等要望 

ⅱ『「JICA の投融資機能再開に関する要望書」を４団体連盟で提出』(6 月) 

   ・JICA の投融資機能再開の早期実現、利用し易い制度設計等要望 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

    P メール配信（daily） 

＜セミナー等＞ 

i  『JICA/NEXI 環境社会配慮確認ガイドラインの改定に関する産業界説明会』 

（(財)エンジニアリング振興協会、(社)日本プラント協会、(社)日本貿易会との共催）

(9 月 90 名参加) 

ⅱ『国際贈賄問題セミナー～シーメンス贈賄事件の教訓～』(7 月 50 名参加) 

ⅲ『インフラシステム型ビジネスの海外展開推進に向けた経産省取組に関する意見交換

会』（1月 30 名参加） 
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＜報告書等＞ 

『国際プラント･エンジニアリング市場動向調査報告書』(3 月) 

 

(2) 多角的プラント輸出支援策調査(競輪補助金) 

＜報告書等＞ 

『プラント・エンジニアリング分野における競争環境の現状と今後の動向』(3 月) 

 

(3) プラント成約統計作成 (競輪補助金) 

＜報告書等＞ 

ⅰ『2008 年度（下期）海外プラント・エンジニアリング成約実績調査分析報告書』 

（7月） 

ⅱ『2009 年度（上期）海外プラント・エンジニアリング成約実績調査分析報告書』 

（1月） 

  ＜報告会等＞ 

『2009 年度上期成約実績報告会』（1月 20 名参加） 

 

(4) プラントコストインデックス作成(積立金) 

「PCI/LF 委員会」（委員長 山本正通氏 東洋エンジニアリング㈱） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回 PCI/LF 委員会（H.21.5.8 伊豆高原クラブ） 

① 委員長の交代について 

② 本年度委員会の進め方について 

③ 国内景気動向について 

④ 海外 LF 対象国情勢・動向 

⑤ その他 

ⅱ 第 2回 PCI/LF 委員会（H.21.6.19 組合会議室） 

① 今年度報告書の章立てと原稿分担の確認について 

② PCI（08 年、09 年）について 

③ PPI（08 年、09 年）について 

④ 09 年為替レート、その他の決定について 

⑤ その他 

ⅲ 第 3回 PCI/LF 委員会（H.21.7.17 組合会議室） 

① PCI（08 年、09 年）について 

② PPI（08 年、09 年）について 

③ 今年度原稿案について 

④ その他 

ⅲ 第 4回 PCI/LF 委員会（H.21.8.27 組合会議室） 
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① 本年度最終報告ついて 

② その他 

＜報告書等＞ 

『2009 年 PCI／LF（プラントコストインデックス/ロケーションファクター）報告書

（CD-ROM 版）』（10 月） 

 

 

2．海外 PE 市場対策 

(1) 国際金融危機とアジア PE 企業の対応策調査(競輪補助金) (積立金) 

 「欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG」  

（委員長 渡辺博氏 東洋エンジニアリング㈱） 

＜検討会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.21.9.4 組合会議室） 

① 委員紹介について 

② 座長の選任について 

③ 講演｢韓国の建設及びプラント企業の動向」 

小野 尚氏（㈱野村総合研究所ソウル支店支店長）    

④ 平成 21 年度「国際金融危機下における欧州・韓国 PE 企業調査」実施要領（案）

について 

   平成 21 年度委託調査企画書案について 

・「国際金融危機とアジアのプラント・エンジニアリング企業対応調査」 

・「欧州プラント・エンジニアリング企業のグローカライゼーション調査」 

⑤ その他 

ⅱ  第 2回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.21.11.13 組合会 

議室） 

① 講演「2025 年の製造業」 

近野 泰氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業推進部上席コンサルタント

担当部長）   

② 欧州のインタビュー項目の詳細について 

沓掛 毅氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業本部技術・産業コンサルテ

ィング部上級コンサルタント） 

③ 韓国のインタビュー項目の詳細、文献調査について 

徐 絢桓氏（㈱野村総合研究所ソウル支店コンサルタント） 

 ④ その他 

ⅲ 第 3回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.22.2.4 組合会議室） 

① 欧州プラント・エンジニアリング企業現地調査結果・報告書案について  

沓掛 毅氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業本部技術・産業コンサルテ
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ィング部上級コンサルタント） 

② 韓国プラント・エンジニアリング企業現地調査結果・報告書案について    

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント） 

③ その他 

＜報告書等＞ 

『国際金融危機と韓国のプラント･エンジニアリング企業の対応調査報告書』（3月） 

 

(2) 新興市場対策（ロシア市場対策）(競輪補助金) 

 「プラント･エンジニアリング(PE)輸出ロシア市場対策 WG」  

（委員長 久保田三郎氏 双日㈱） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回プラント･エンジニリング（PE）輸出ロシア市場対策 WG（H.21.7.10 組合会

議室） 

① 委員紹介について 

② 平成 21 年度「プラント・エンジニリング（PE）輸出ロシア市場対策調査」実施

要領（案）について 

③ 平成 21 年度委託調査企画書案について 

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント） 

④ ロシア経済・市場環境モニタリング、ロシアの現状と日本企業の課題 

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント）  

⑤ その他 

ⅱ 第 2回プラント･エンジニリング（PE）輸出ロシア市場対策 WG（H.21.10.2 組合会 

議室） 

①  委員長の選任について 

②  講演「国際協力銀行のロシア向け取組み」 

伊藤 雄介氏（国際協力銀行欧阿中東ファイナンス部第１班課長） 

③ 講演「ロシア経済の現状と見通し、危機下のマーケティング戦略は？」 

大橋 巌氏（㈱野村総合研究所モスクワ支店支店長） 

   ④ 現地調査等について 

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント） 

   ⑤ その他 

ⅲ 第 3回プラント･エンジニリング（PE）輸出ロシア市場対策 WG（H.21.1.19 組合会 

議室） 

① 現地調査結果、報告書案について 

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント）        

② その他  
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＜報告書等＞ 

『プラント･エンジニリング（PE）輸出ロシア市場対策調査報告書』（3月） 

 

(3)  PE 企業のグローバル化と現地化（グローカライゼーション）対策(競輪補助金) (積立金) 

  「欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG」  

（委員長 渡辺博氏 東洋エンジニアリング㈱） 

＜検討会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.21.9.4 組合会議室） 

① 委員紹介について 

② 座長の選任について 

③ 講演｢韓国の建設及びプラント企業の動向」 

小野 尚氏（㈱野村総合研究所ソウル支店支店長）   

④ 平成 21 年度「国際金融危機下における欧州・韓国 PE 企業調査」実施要領（案）

について 

平成 21 年度委託調査企画書案について 

・「国際金融危機とアジアのプラント・エンジニアリング企業対応調査」 

・「欧州プラント・エンジニアリング企業のグローカライゼーション調査」 

    ⑤ その他 

ⅱ  第 2回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.21.11.13 組合会 

議室） 

① 講演「2025 年の製造業」 

近野 泰氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業推進部上席コンサルタント

担当部長）   

② 欧州のインタビュー項目の詳細について 

沓掛 毅氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業本部技術・産業コンサルテ

ィング部上級コンサルタント） 

③ 韓国のインタビュー項目の詳細、文献調査について 

徐 絢桓氏（㈱野村総合研究所ソウル支店コンサルタント） 

④ その他 

ⅲ 第 3回欧州・韓国プラント・エンジニアリング企業調査 WG（H.22.2.4 組合会議室） 

① 欧州プラント・エンジニアリング企業現地調査結果・報告書案について  

沓掛 毅氏（㈱野村総合研究所コンサルティング事業本部技術・産業コンサルテ

ィング部上級コンサルタント） 

② 韓国プラント・エンジニアリング企業現地調査結果・報告書案について    

奥 雄太郎氏（㈱野村総合研究所金融戦略コンサルティング2部主任コンサルタント） 

③ その他 
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＜報告書等＞ 

『欧州プラント･エンジニアリング企業グローバル展開と現地化調査報告書』（3月） 

 

 

 

Ⅴ．機種対策 

 

1．部会事業・共通事業(積立金) 

(1) ベアリング、農業機械・内燃機械、工具部会事業 

ⅰ ベトナムのベアリング産業の実態 (積立金) 

ベアリング部会（部会長 松本久氏 ㈱ジェイテクト） 

＜部会開催状況＞ 

① 第 1 回ベアリング部会会議  (H.21.6.24 大阪支部会議室) 

② 部会講演会    (H.22.2.18 東京本部第 2会議室) 

③ 第 2回ベアリング部会会議  (H.22.3.12 大阪支部会議室) 

＜報告書等＞ 

『ベトナムのベアリング産業の実態』 

ⅱ ブラジルの農業機械・内燃機市場の実態 (積立金)  

農業機械部会（部会長 富田哲司氏 ㈱クボタ） 

内燃機部会（部会長 小林直樹氏 ヤンマー㈱） 

＜部会開催状況＞ 

① 第 1回農業機械・内燃機部会会議   (H.21.6.17 大阪支部会議室) 

② 部会講演会    (H.21.11.2 東京本部第２会議室) 

③ 第 2回農業機械・内燃機部会会議   (H.22.3.23 大阪支部会議室) 

＜報告書等＞ 

 『ブラジルの農業機械・内燃機市場の実態』  

ⅲ  インドの工具市場の実態(積立金) 

工具部会（部会長 喜吉眞三氏 ユアサ商事㈱） 

＜部会開催状況＞ 

 工具部会部会打合せ会   (H.21.7.31 東京本部第２会議室) 

＜報告書等＞ 

   『インドの工具市場の実態』 

ⅳ  「自動車関連海外市場懇談会」（座長 伊藤紀忠氏 大洋㈱）（積立金） 

＜懇談会開催状況＞ 

① 第 1回自動車関連海外市場懇談会（H.22.1.22 輸出繊維会館会議室） 

講演：「中国を中心とした新興国自動車市場動向」 
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赤羽 淳 氏（㈱三菱総合研究所 経営コンサルティング本部  

産業戦略グループ 主任研究員） 

② 第 2回自動車関連海外市場懇談会（H.22.3.25 国際カンファレンスプラザ会議 

室） 

講演：「自動車産業 2020 年に向けて」 

北川 史和 氏（㈱野村総合研究所 グローバル戦略コンサルティング一部 部長） 

ⅴ 「産業車両部会」 

＜報告書等＞ 

『世界フォークリフト・トラック製造業者ランキングリスト』  

 

(2) 共通事業 

ⅰ 共通講演会の開催 

＜セミナー等開催状況＞ 

① 北陸（金沢）および中部地区懇談会（改正外為法の解説および輸出管理を取り巻

く意見交換 （北陸：H21 年 12 月 中部：H22 年 3 月） 

② テーマ：「ドイツ、ハンガリーの廃棄物処理、下水処理等に関する動向」 

（H.21.6.3 於 組合会議室） 

     講師：田崎 裕美氏（ERM 日本㈱シニアコンサルタント） 

 佐藤 健明氏（ERM 日本㈱コンサルタント） 

ⅱ  韓国資機材調達商談会開催 

韓国機械産業振興会（KOAMI）との共催で、ソウルにおいて資機材調達商談会を開

催した（H21.9 月 6 社 12 名参加）。 

 

2．海外環境・省エネ等プロジェクト対策（積立金） 

(1) 海外再生可能・新エネルギー対策 

「海外再生可能・新エネルギー対策 WG」（委員長 五味敬芳氏 ㈱日立製作所） 

  ＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第１回海外再生可能・新エネルギー対策 WG（H.21.12.15 組合会議室） 

① 委員紹介について 

② 座長の選任について 

③ 講演「低炭素社会に向けたエネルギー技術戦略」 

        山地 憲治氏（東京大学大学院工学研究科電気工学専攻教授工学博士） 

④ ・海外再生可能・新エネルギー対策 WG 実施要領（案）について 

・平成21年度調査企画書案について～グリーンニューディール政策と 

海外太陽光マーケットの開拓に向けた展望～ 

         金田 武司氏（㈱ユニバーサルエネルギー研究所代表取締役社長） 

⑤ その他 
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ⅱ 第 2回海外再生可能・新エネルギー対策 WG（H.22.2.8 組合会議室） 

① 講演「太陽光発電システムの世界市場動向と導入普及への課題」 

杉本 完蔵氏（一般社団法人太陽光発電協会幹事） 

② 調査の進捗状況報告 

金田 武司氏（㈱ユニバーサルエネルギー研究所代表取締役社長） 

③ その他 

ⅲ 第 3回海外再生可能・新エネルギー対策 WG（H.22.3.15 組合会議室） 

① 講演「スマートグリッドについての海外動向と日本の取り組みについて」 

伊藤 慎介氏（経済産業省商務情報政策局情報経済課課長補佐） 

② 講演「太陽光発電の国際協力の現状・課題について」 

保坂 明氏（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部国際室室長補佐） 

③ 最終報告書案について 

金田 武司氏（㈱ユニバーサルエネルギー研究所代表取締役社長） 

④ その他 

 

(2) 海外環境プロジェクト対策 

「海外環境プロジェクト WG」（委員長 伊藤 裕氏 ㈱神鋼環境ソリューション） 

  ＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 海外環境プロジェクト WG（H.21.12.25 組合会議室） 

① 講演「海外水ビジネス市場に進出する際の課題と打ち手」 

向井 肇氏（㈱野村総合研究所 技術産業コンサルティング部研究員） 

    ② その他 

＜セミナー等＞ 

    i『欧州における再生可能エネルギー・セミナー』(4 月 50 名参加) 

    ⅱ『EU 再生可能エネルギー・セミナー』（10 月 55 名参加）  

＜報告書等＞ 

『海外再生可能・新エネルギープロジェクト・機器対策調査：グリーンニューディー

ル政策と海外太陽光マーケット開拓に向けた展望調査報告書』 

 

3．機種別海外市場情報 (積立金) 

(1) 工作機械、建設機械、繊維機械、産業車両等の中国市場動向情報の収集・提供 

ⅰ 特定機種海外情報提供（毎月） 

(2) 中国、ロシアの機械貿易データ提供 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ 3 部会に係る機種に関する中国の貿易統計（四半期） 

ⅱ 11 部会に係る機種に関するロシアの貿易統計（四半期） 
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Ⅵ．輸出管理、危機管理対策 

1．輸出管理対策 

（1） 「輸出管理懇談会」 （委員長（代） 宗行伸太郎氏） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 1回輸出管理懇談会（H.21.6.23 組合会議室） 

改正外為法について 

ⅱ 第 2回輸出管理懇談会（H.21.9.8 組合会議室） 

技術規制の見直しについて 

ⅲ 第 3回輸出管理懇談会（H.22.1.20 組合会議室） 

改正外為法について 

＜提言等＞ 

ⅰ 『輸出令等一部改正に対するパブリック・コメント』（6月） 

ⅱ 『外為令一部改正に対するパブリック・コメント』（7月） 

ⅲ 『貿易関係貿易外取引等に関する省令等一部改正に対するパブリック・コメント』

（9月） 

ⅳ 『外為法改正に係る関連通達改正に対するパブリック・コメント』（10 月） 

ⅴ 『輸出者等遵守基準を定める省令案等に対するパブリック・コメント』（10 月） 

ⅵ 『輸出管理社内規程の届出様式の一部変更に対するパブリック・コメント』（1月） 

ⅶ 『2009 年度リスト改正に係るパブリック・コメント』（2月） 

＜情報提供＞情報誌、E メール等 

『輸出管理関連情報』（Eメール配信） 

 

(2) 「輸出管理関西懇談会」（座長 山崎幸男氏 シャープ㈱） 

＜委員会等開催状況＞  

ⅰ 第 1回輸出管理関西懇談会（H.21.5.25  大阪国際会議場会議室） 

ⅱ 第 2回輸出管理関西懇談会（H.21.9.10  大阪国際会議場会議室） 

ⅲ 第 3回輸出管理関西懇談会（H.21.9.30  組合大阪支部会議室） 

ⅳ 第 4回輸出管理関西懇談会（H.21.10.7  メルパルク大阪会議室） 

ⅴ 第 5回輸出管理関西懇談会（H.22.3.3   組合大阪支部会議室） 

ⅵ 第 6回輸出管理関西懇談会（H.22.3.17  メルパルク大阪会議室） 

 

(3) 「税関・輸出管理担当者意見交換会」（座長 中野 雅之氏 キヤノン(株)） 

＜委員会等開催状況＞ 

第 1回税関・輸出管理担当者意見交換会（H21.6.26 組合会議室） 

＜提言等＞ 

 『電子的手段による特定輸出者の包括輸出許可証の通関時確認実現について』 
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(4) 「税関・輸出管理担当者意見交換会(関西)」（座長 山崎幸男氏 シャープ㈱） 

＜委員会等開催状況＞ 

第 1回税関・輸出管理担当者意見交換会（関西）（H.21.6.30 組合大阪支部会議室） 

第 2回税関・輸出管理担当者意見交換会（関西）（H.21.11.10 組合大阪支部会議室） 

 

2．輸出管理関係法令集等作成 

＜報告書等＞ 

『安全保障貿易管理関連貨物･技術リスト及び関係法令集（改訂第 15 版）』 

『輸出令別表第１・外為令別表用語索引集（改訂第 15 版）』 

『輸出管理関係法令の道しるべ（改訂第 10 版）』 

『日本語版 EXPORT CONTROL NEWS』（月刊誌） 

『米国の輸出管理関連情報 －契約弁護士情報－』（随時）(積立金) 

 

3．輸出管理手続相談、各種説明会の開催 

(1) 貿易相談業務 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ 『安全保障貿易管理関連貨物･技術に係る輸出管理手続及び国際協定等による規制

貨物の輸出手続に係るコンサルティング業務の実施』（平成 21 年度 220 件） 

ⅱ 『輸出管理社内研修会』（関東地区組合員企業：2社、関西地区組合員企業 ：1社、

山陽地区組合員企業：1社） 

ⅲ 出張相談：4社（関東地区（2社）、北陸地区（2社）） 

ⅳ 大阪支部における相談：4社 

ⅴ その他：16 社（貿易業務相談取次ぎ、関連団体会合対応等） 

 

(2) 説明会開催 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ 安全保障輸出管理に関する説明会（適格説明会） 

H21.5 月、H21.11 月及び H22.2 月 (東京)、H21.5 月、H21.11 月及び H22.2 月(大阪)

及び H21.5 月、H21.11 月及び H22.2 月(名古屋) （計 6,502 名参加） 

ⅱ 安全保障輸出管理に関する説明会（規制貨物の見直しに係る説明会） 

H21.9 月及び H22.3 月（東京）、H21.9 月及び H22.3 月(名古屋)、H21.9 月及び H22.3

月(大阪) （計 4,302 名参加） 

ⅲ 安全保障輸出管理に関する説明会（技術取引規制の見直しに係る説明会） 

H21.10 月（東京、大阪及び名古屋で開催）（計 2,405 名参加） 

ⅳ 適格説明会・輸出管理セミナー（米国輸出管理法の再輸出規制）の開催 

   H.22.4 月（大阪）、H.22.4 月（名古屋）（計 740 名参加） 
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Ⅶ．貿易保険対策 

1．貿易保険制度改善対策 

(1) 「貿易保険委員会」（委員長 宇野博昌氏：住友商事㈱） 

＜委員会等開催状況＞ 

ⅰ 第 258 回貿易保険委員会（H.21.4.15 組合会議室）   

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・G20 サミット及び東アジアサミットにおける貿易金融支援策等について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・インドネシァ輸出信用機関（ASEI）との再保険協定について 

・緊急対策（運転資金支援等）について 

・平成 20 年度貿易保険 Gの活動報告及び事業計画案について 

ⅱ 第 259 回貿易保険委員会（H.21.5.20 組合会議室）  

① 貿易保険を巡る最近の動きについて  

・パリクラブの模様について 

・新たな金融危機への対応（貿易保険の対象拡大等）について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・ロシア開発対外経済銀行（VEB）との協力のための覚書締結について 

・地球環境保険導入後の申込・引受実績について 

ⅲ 第 260 回貿易保険委員会（H.21.6.17 組合会議室）   

① NEXI 貿易保険制度について 

・パリクラブリスケてん補割れ債権の NEXI への譲渡承認制度について 

・お客様アンケートの結果について 

・海外支店経由取引等への具体的な対応について 

ⅳ 第 261 回貿易保険委員会・専門委員会合同委員会（H.21.7.15 組合会議室） 

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・7月のパリクラブの模様について 

・OECD 輸出信用部会の開催結果（RSU、NSU の見直し）について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・タイ輸出入銀行との再保険協定締結について 

・韓国産業銀行（KDB）との貿易金融ファシリティに関する覚書締結について 

・政府開発援助契約等における信用危険の取扱（引受基準）の変更について 

ⅴ 第 262 回貿易保険委員会 （H.21.9.16 組合会議室）  

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・独立行政法人評価委員会について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・カントリーリスク分析（ロシア）について 
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・海外子会社の締結する契約への付保について 

・アルジェリアにおける輸入代金の決済規制について 

ⅵ 第 263 回貿易保険委員会（H.21.10.21 組合会議室）  

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブの模様について 

・OECD 輸出信用部会での検討状況（RSU、NSU 交渉等）について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・機械設備包括保険に係る裾切り金額の変更オプションについて 

・2009 年 BU（ベルンユニオン）会合について 

・OECD プレミアムルール会合について 

ⅶ 第 264 回貿易保険委員会（H.21.11.18 組合会議室）  

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブ模様について 

② NEXI 貿易保険制度について 

・OECD カントリーリスク専門家会合における国カテ変更について 

・海外子会社経由取引の対応に係る検討状況等について 

ⅷ 第 265 回貿易保険委員会・専門委員会合同委員会 (H.21.12.16 組合会議室） 

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブの模様について 

・経済対策を踏まえた貿易保険の対応について 

・今後の独立行政法人の見直しについて 

② NEXI の貿易保険制度について 

・2国間協議（仏、独、中国）の模様について 

・2009 年度上期の保険事故の発生状況、特色について 

・OECD プレミアムルールの改定案の現状について 

③ その他 

・子会社経由取引に係る貿易保険専門員会の検討結果について 

ⅸ 第 266 回貿易保険委員会（H.22.1.20 組合会議室）  

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブの 1年間の動きについて 

② NEXI の貿易保険制度について 

・カントリーリスク分析（ベネズエラ）について 

・ドバイの信用不安について 

ⅹ 第 267 回貿易保険委員会（H.22.2.17 組合会議室）   

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブの模様について 

② NEXI の貿易保険制度について 
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・OECD 関連事項（プレミアム会合、贈賄関係誓約書）について 

・海外投資保険における再投資スキームに係る質権の取扱いについて 

xi 第 268 回貿易保険委員会 （H.22.3.17 組合会議室）   

① 貿易保険を巡る最近の動きについて 

・パリクラブリスケ会合（コンゴ民主共和国）について 

② NEXI の貿易保険制度について 

・2010 年度の貿易保険制度改正について 

・カントリーリスク分析（ギリシア等）について 

 

（2） 「貿易保険専門委員会」（委員長 三宅史朗氏 三菱商事㈱） 

＜委員会開催状況＞ 

ⅰ 第 120 回貿易保険専門委員会（H.21.12.11 当組合会議室） 

① 海外子会社経由取引の貿易保険スキームに係る NEXI の検討状況について 

② 包括料率適用に係る実現可能な包括保険の範囲、対象案件等について 

 

（3） 「貿易保険委員会関西委員会」（委員長 猪木啓吉氏 豊田通商㈱） 

＜委員会開催状況＞ 

ⅰ 第 85 回貿易保険関西委員会（H.21.6.5 組合大阪支部会議室） 

① NEXI の貿易保険制度について  

・金融危機に対する日本貿易保険の新たな対応について 

・新型インフルエンザへの対応について 

② 貿易保険委員会の活動状況について 

ⅱ 第 86 回貿易保険関西委員会（H.21.10.2 組合大阪支部会議室） 

① NEXIの貿易保険制度について 

・2010年海外商社名簿更新に伴うスリーピング処理について 

・中小企業支援策(バイヤー調査費用の無料化サービス)について 

・貿易保険セミナーの開催について(報告) 

② 貿易保険委員会の活動状況について 

ⅲ 第 87 回貿易保険関西委員会（H.21.12.4 組合大阪支部会議室） 

① NEXIの貿易保険制度について 

② 貿易保険委員会の活動状況について 

ⅳ 第 88 回貿易保険関西委員会（H.22.3.5 組合大阪支部会議室） 

① NEXIの貿易保険制度について 

・最近の貿易保険を取り巻く状況について 

② 貿易保険委員会の活動状況について 

 

 



 - 38 -

（4） 「企業総合保険代行懇談会」 

＜懇談会開催状況 ＞ 

ⅰ 第1回企業総合保険代行懇談会（H.21.4.23 当組合会議室） 

NEXI企業総合保険の制度・運用等に係る意見交換等について 

ⅱ 第2回企業総合保険代行懇談会（H.21.8.5 当組合会議室） 

NEXI企業総合保険の制度・運用等に係る意見交換等について 

ⅲ 第3回企業総合保険代行懇談会（H.22.2.9 当組合会議室） 

NEXI企業総合保険の制度・運用等に係る意見交換等について 

 

2． 包括保険申込業務運営 

ⅰ 貿易一般保険包括保険（機械設備）の付保を希望する組合員のために、日本貿易保

険（NEXI）に対し適切に保険申込を行った。（平成 21 年度包括保険申込件数：約 5,500

件） 

ⅱ 企業総合保険の申込手続きの代行を希望する組合員のために、日本貿易保険（NEXI） 

に対し、適切に保険申込を行った。 

 

3． 貿易保険普及対策 

（1) 包括保険制度概要説明会の開催 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ 『包括保険制度概要説明会』 

（11 月 260 名参加 東京）、（11 月 30 名参加 大阪）、（11 月 15 名参加 名古屋） 

ⅱ 『金融危機下における貿易保険信用事故対応等説明会』 

   （3 月 270 名参加 東京）、（3月 30 名参加 大阪） 

  ⅲ 『個別説明会』（10 社。） 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

ⅰ 日本貿易保険（NEXI）の貿易保険関係情報（制度・引受方針の変更、格付変更、NEXI  

Information 等）を送付した。 

ⅱ 包括保険制度説明会の開催、WEB 申請等包括保険手続きに関する情報について HP に

おいて適切に対応するとともに、HP の改善を実施した。 

 
 
 

Ⅷ．貿易・投資基礎対策 

 

1． 国際貿易投資総合情報誌「JMC Journal」発行（積立金） 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 
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『当組合会報「JMC Journal」発行』（毎月） 

 

2． 情報化推進対策 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

『当組合ホームページ運営』 

 

3． 基礎講座、経済動向報告会、研修会開催 

＜セミナー等開催＞ 

ⅰ 『機械輸出実務基礎講座』（H21.6.8 東京、H21.6.10 大阪、H21.6.11 名古屋） 

① 『輸出取引の仕組みと輸出代金回収』  

     矢川 富美子氏（三菱東京 UFJ 銀行国際業務部調査役）  

② 『貨物保険の実務～海上及び航空輸送貨物に係わる保険申込及び事故発生時の留

意点～』 

近内 保利氏（東京海上日動火災保険㈱海上業務部部長）  

③ 『貨物の輸出通関手続』 

平賀 通夫氏（日本通運㈱東京国際輸送支店調査役）  

④ 『安全保障輸出管理の概要』 

樋口 禎志氏（（独）産業技術総合研究所 安全保障輸出管理グループ長）  

ⅱ 『第 1回「経済貿易懇談会」』（H.21.10.5 クラブ関西） 

① 最近の金融経済情勢 

② 今後の為替相場展望 

③ 最近の機械貿易動向、及び組合の平成 21 年度事業進捗状況について 

ⅲ 『第 2回「経済貿易懇談会」』（H.22.2.23 クラブ関西） 

① 最近の金融経済情勢 

② 今後の為替相場展望 

③ 最近の機械貿易動向と当組合平成 22 年度事業（案）について 

ⅳ 『第 1回「研修会」』(H.21.7.16、H.21.7.22) 

神戸港施設見学 

ⅴ 『第 2回「研修会」』（H.22.3.10） 

㈱神戸製鋼所 加古川製鉄所見学 

 

4．内外貿易統計の提供(競輪補助金)(積立金) 

（1) わが国機械貿易統計のデータベース運営 

＜情報提供＞情報誌、E メール、HP 等 

 ・わが国機械貿易統計のデータベース運営 

『最近の機械貿易動向』（毎月） 

『個別機種輸出動向』(毎月･希望組合員向け) 
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（2) 世界機械貿易統計データベース運営 

・世界機械貿易統計データベース運営 

『世界経済動向』(毎月) 

 

 

 

Ⅸ 我が国機械貿易･投資が直面する課題と要望 

  『第 129 回総会「我が国機械貿易･投資が直面する課題と要望」』 

 

 

 

Ⅹ  運営組織の状況      

1．会議開催状況 

(1) 総会 

ⅰ 『第 128 回総会』（H.21.5.27 ホテルオークラ東京「アスコット」） 

   ① 平成 20 年度事業報告書の承認について 

   ② 平成 20 年度決算書及び剰余金処分案の承認について 

   ③ 平成 21 年度事業計画の設定について 

   ④ 平成 21 年度収入支出予算の設定について 

   ⑤ 平成 21 年度前期実績賦課金額の減額調整について 

   ⑦ 役員（理事・監事）選挙 

ⅱ 『第 129 回総会』（H.21.11.17 ホテル日航大阪「孔雀の間」） 

   ① 平成 21 年度上期の機械貿易･投資概況について 

   ② 平成 21 年度上期の事業報告について 

   ③ 平成 21 年度「機械貿易･投資が直面する課題と要望」について 

   ④ 役員（理事・監事）補充選挙 

講演会「関西経済の活性化に向けて」 

深野 弘行氏 経済産業省近畿経済産業局長 

(2) 理事会 

ⅰ 『第 679 回理事会』（H.21.5.14 クラブ関西） 

① 平成 20 年度事業報告書について 

   ② 平成 20 年度決算書および剰余金処分案について 

   ③ 役員（理事・監事）の改選に伴う候補者推薦について 

講演会「最近の中国経済について」 

髙木 誠司 日本機械輸出組合香港事務所長 
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ⅱ 『第 680 回臨時理事会』（H.21.5.27 ホテルオークラ東京「ガーネット」） 

① 理事長、副理事長、専務理事の選任について 

理事長   宮原 賢次氏（住友商亊㈱ 相談役） 

副理事長  松下 正幸氏（パナソニック㈱ 取締役副会長） 

勝村 元氏（三菱商事㈱ 常務執行役員） 

久田 眞佐男氏（㈱日立製作所 執行役常務） 

齋藤 浩氏（㈱東芝 執行役常務） 

関山 護氏（丸紅㈱ 代表取締役副社長執行役員） 

大前 孝雄氏（三井物産㈱ 専務執行役員） 

野村 徹氏（伊藤忠商事㈱ 常務執行役員） 

専務理事  倉持 治彦氏 

① 名誉会員の委嘱について 

前副理事長 古田 貴信氏、前副理事長 副島 利宏氏、 前副理事長 松田 章  

氏、前監事 北村 耕一郎 

② 常勤理事の役員報酬について 

  ⅲ 『第 681 回理事会』（H.21.8.7 組合会議室） 

①  組合新規加入について 

アタカ大機株式会社 

  ⅳ 『第 682 回理事会』（H.21.9.8 組合会議室） 

① 組合新規加入について 

日立 GE 日立ニュークリア・エナジー株式会社 

  ⅴ 『第 683 回理事会』（H.21.10.28 組合会議室） 

   ① 平成 21 年度上期の機械貿易･投資概況について 

   ② 平成 21 年度上期の事業報告について 

   ③ 第 129 回総会の開催について 

   ④ 「機械貿易・投資が直面する課題と要望」（案）について 

   ⑤ 貿易一般保険包括保険（機械設備）の規約一部改正について 

⑥ 組合承継加入について 

株式会社アマダマシンツール 

⑦ 役員(理事・監事)補充選挙 

  ⅵ 『第 684 回理事会』（H.22.3.30 組合会議室） 

① 平成 21 年の機械貿易動向について 

② 第 130 回総会の開催（案）について 

③ 平成 22 年度事業計画（案）について 

④ 平成 22 年度収入支出予算（案）について 

講演会「アジア経済の行方と APEC2010」 

経済産業省通商政策局審議官 西山 英彦氏 
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(3) 監事会（H.21.4.22 於 組合会議室） 

  平成 20 決算書及び事業報告書の承認について 

 

(4) 運営委員会 

ⅰ 『第 603 回運営委員会』（H.21.4.17 組合会議室） 

① 平成 20 年度事業報告について 

② 平成 20 年度収支決算の概要及び剰余金処分案について 

③ 最近の世界経済及び機械貿易動向(2 月)について 

④ 「FTA 活用ガイド」の発行について 

⑤ 「認定輸出者」原産地証明制度と原産地法改正の方向性について  

⑥ 米国、欧州の事故報告、公表、リコール制度調査結果について 

ⅱ 『第 604 回運営委員会』（H.20.5.12 組合会議室） 

① 最近の世界経済及び機械貿易動向（３月）について 

② 世界税関機構（WCO）における物流セキュリティーの検討状況について 

講演「未来開拓戦略（新経済成長戦略）について」 

経済産業省経済産業政策局産業構造課長 西山 圭太氏 

ⅲ 『第 605 回運営委員会』（H.20.6.9 組合会議室） 

① 最近の世界経済及び機械貿易動向（4月）について 

② 2008 年の世界機械貿易動向と主要国の機械貿易構造について 

③ 最近の欧州環境規制動向について 

④「10＋2」暫定最終規則のパブリックコメントの提出について 

ⅳ 『第 606 回運営委員会』（H.21.7.24 組合会議室） 

① 最近の世界経済と機械貿易動向（5月）について 

② サウジ・スイスとの租税条約の締結・改定及びバミューダとの情報交換協定の 

締結について 

③ ベトナム･タイ･韓国の製品安全基準認証制度現地調査結果（概要）について 

④ WCO PSCG 会合について 

⑤ 第二回貿易手続改革プログラム フォローアップ会合について 

⑥ 2008 年度海外プラント・エンジニアリング成約実績について 

⑦ 当組合ブラッセル事務所の新所長・次長の赴任について 

ⅴ 『第 607 回運営委員会』（H.21.9.17 組合会議室） 

① 平成 22 年度補助事業要望について 

② 最近の世界経済と機械貿易動向（7月）について 

③ 2009 年度中国 TRM 案件登録事項の提出について 

④ 外為法改正の進捗について 

ⅵ 『第 608 回運営委員会』（H.21.10.14 組合会議室） 

① 平成 21 年度「我が国機械貿易・投資が直面する課題と要望」について 
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② 貿易一般保険包括保険（機械設備）制度の一部改正等について 

③ 最近の世界経済と機械貿易動向（8月）について 

④ 国際課税連絡協議会 平成 22 年度税制改正要望について  

⑤ JBIC/NEXI 環境社会配慮ガイドラインの改訂について 

⑥ 最近の欧州環境規制動向について 

ⅶ 『第 609 回運営委員会』（H.21.11.10 組合会議室） 

① 最近の世界経済と機械貿易動向（9月）について 

② 貿易・投資円滑化ビジネス協議会「APEC2010 年に向けての提言」について 

③ 「2009 年版各国・地域の貿易・投資上の問題点と要望」調査結果について 

④ WCO での検討動向について 

ⅷ 『第 610 回運営委員会』（H.21.12.18 組合会議室） 

① 最近の世界経済と機械貿易動向（10 月）について 

② 日米欧アジア機械産業の国際競争力実態について 

③ 対外投資戦略会議に租税条約締結・改定ニーズを提言 

④ 2009 年度日・EU 規制改革対話に対 EU 要望意見を提出 

⑤ AEO特定輸出貨物の保税転送に課される消費税の免除（平成22年度税制改正要望）

について 

ⅸ 『第 611 回運営委員会』（H.22.2.9 組合会議室） 

① 平成 22 年度事業計画作成の諸前提及び事業案件（案）について 

② 最近の世界経済と機械貿易動向（12 月）について 

③ 国際課税関連の平成 22 年度税制改正について 

④ 中国知的財産権税関保護条例改正案への意見提出について 

⑤ 中国政府調達法実施条例案への意見提出について 

⑥ 平成 21 年度上半期海外プラント・エンジニアリング成約実績について 

  ⅹ 『第 612 回運営委員会』（H.21.3.11 組合会議室）） 

① 平成 22 年度事業計画（案）について 

② 平成 22 年度収入･支出予算（案）について 

③ 最近の世界経済と機械貿易動向（1月）について 

④ 中国国家標準の特許に関する処理規則(意見募集稿)に対して意見の提出につい

て  

⑤ 日系多国籍企業のグローバル・タックスマネジメントについて  

⑥ 米国リチウムイオン電池輸送規制強化についてパブリックコメントの提出につ

いて 

⑦ インド北西部における機械生産、販売環境調査結果について 

⑧ 英国、ドイツおよびロシアにおける事故報告・公表、リコール制度調査結果につ

いて  

 


